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序一被収容者施設視察制度の創設を契機として一
　「刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律」（2007年6月成立。以
下「法」という。これは，先の「刑事施設及び受刑者の処遇等に関する法律
（受刑者処遇法）」を未決拘禁者ならびに死刑確定者に関する「刑事施設二於ケ
ル刑事被告人ノ収容等二関スル法律」の廃止に合わせ一部改正し，改称した法
律である）をもって，百年にも及ぶ「監獄法」（1908年）の時代は幕を閉じた。
　今次全面改正の法により，在監関係においても受刑者の権利義務関係が明確
化されるところとなり，事前手続（法33条「収容開始時の告知」），審査の申
請（法157条），再審査の申請（法162条），矯正管区長への事実の申告（法
163条）（D，法相への事実の申告（法165条），法相への苦情の申出（法166条），
監査官に対する苦情の申出（法167条），刑事施設長に対する苦情の申出（法
168条）などの手続が整備された。
　収監者の権利義務関係の明確化とならび，刑罰執行のプロセスの客観的透明
性の確保，刑事施設運営の改善向上，刑事施設と地域社会との連携強化などを
めざす「刑事施設視察委員会」（法7条から10条）が新たに設置され活動する
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ところとなった。
　他方で，警察留置施設における勾留制度は，法による正式の根拠をえて存続
するところとなり（「代用監獄」から「代替収容施設」へ。法14条1項），留
置施設にあっても，留置開始時の告知（法180条。特に1項8号から10号），
審査の申請（法229条），再審査の申請（法230条），警察本部長に対する事実
の申告（法231条），公安委員会への事実の申告（法232条），警察本部長に対
する苦情の申出（法233条），監査官に対する苦情の申出（法234条），留置業
務管理者に対する苦情の申出（法235条）が法制度化されるに至った。留置施
設における拘禁についても，刑事施設視察委員会制度とならび，留置施設の適
正な管理運営，被留置者の人権尊重およびその適切な処遇を目的として（法1
条），「留置施設視察委員会」（法20条から23条）が警視庁はじめ各道府県警
察本部（方面本部をふくむ）に設置されることとなった。
　かつて行政法学において「特別権力関係」のひとつと観念された刑務所にお
ける受刑者の在監関係，したがって特に，警察留置施設における未決拘禁者の
被収容関係については，監獄法の全面改正と受刑施設と留置施設の法制上の平
準化をもって，はじめて形式的法治主義の徹底と完成をみたといえ，これをもっ
て実質的法治主義への一歩を踏み出すこととなった。今や，警察による留置拘
禁を「公法上の営造物の利用関係」とし施設の利用という形式的要素によるの
でなく，そこにおいて展開される権力要素（命令と強制）を正面からとらえ，
行刑（矯正）権限，司法捜査（取調べ）権行使と留置管理権（留置施設におい
ては，受刑者としての地位を有する被留置者について，矯正処遇は行わない。
法183条）をそれぞれ独立の司法行政処分ないし警察行政処分として，法治主
義（被留置者の人権との調整）を徹底することが望ましい。刑務所・少年刑務
所・拘置所における施設管理権限と矯正権限，とりわけ，司法捜査権限（刑訴
法189条）と警察施設管理者としての警察行政権（警察法53条・警察法施行
令5条・自治体条例・公安委員会規則）が重層する警察留置はなおも極あてセ
ンシブルな空間であり，そこにおける捜査・取調べ権限と人権配慮の調整をは
かる「捜留区分原則」（「留置担当官は，その留置施設に留置されている被留置
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者に係る犯罪の捜査に従事してはならない。」法16条3項）については細心で
なければならない②。であればこそ，収容施設オンブズマンである刑事施設視
察委員会および留置施設視察委員会の役割の発揮が期待される。
　本稿では，司法警察および行政警察活動を包括しその（実力）権限行使と拘
禁施設への訪問調査，およびこれら活動から得られる改善への勧告や提言をお
こなう，内務省内部に設置される第三者機関であるオーストリアの「人権審議
会（Menschenrechtsbeirat，　the　Human　Rights　Advisory　Board（HRAB））」
の組織と機能を考察することで，収容状況の透明化さらには警察権限執行過程
への人権オンブズマン関与のひとつのモデルを検証し，わがくに視察委員会の
運用および，立法の今後の補充・充実化への示唆を提供できればと考えてい
る（3）。
　なお人権審議会については，法務省矯正局・警察庁長官官房・日本弁護士連
合会刑事拘禁制度改革実施本部による『オーストリア及びイタリアにおける未
決拘禁施設等三者合同視察報告書』（平成17（2005）年12月2日付け）にお
いて，「人権評議会」の訳語を当てた上で，かかる警察拘禁施設への監察機能
を有する当該審議会について，次のように紹介されている。
　「独立機関として，人権評議会が2000年に設置され，様々な条約に盛り込ま
れた規定を施設が守っているかどうかを監視している。人権評議会は，評議員
12名からなる最高機関であり，憲法学者が議長を務め，内務省から3名の評
議員も加わった内務大臣の諮問機関である。評議員の活動は無償で行われてい
る。
　現在，全国の高等裁判所の所在地ごとに合計6か所の下部評議会が存在し，
それぞれに7名の評議員（人権法学者，医師，心理学者等）が置かれている。
これら下位の評議会の議長は，いずれも憲法学者が務めている」（報告書17頁）。
　しかしながら解説部分が短いため，内容に不明・矛盾の記述がみられ，また
事実と相違する部分もあり，審議会の実際的イメージを得られない紹介となっ
ている。本稿は，人権審議会に関する上記紹介文の不明・不備を補うものでも
ある。すなわち，警察執務所（刑事収容施設も対象とする）における拘禁状況
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への監察に限らず，警察強制権限の発動現場における人権擁護の観点からの監
視活動，すなわち警察制度の全般にわたって監察機能を行使し，警察活動と制
度の改善に向けた勧告・提言を行う，世界に類例をみないオーストリアの警察
オンブズマン制度を考察する。
　以下では，わがくにの2つの拘禁施設視察制度の組織と機能をふまえ，警察
権限行使と警察拘禁の双方に監察権限を行使する人権審議会の制度・構成・活
動内容等を考察することとする。わがくに同様国際人権法のインパクトを受け
て設立した経緯も含めて，今後の制度改善にむけた議論の展開とその成果とし
ての法制の充実によっては，人権審議会モデルへの展開可能性は，2つの施設
視察委員会にも十分認められるものと確信する④。
　なお，比較考察の中心はもっぱら人権審議会に関する法律（連邦安全警察法），
内相命令（人権審議会運営規則ほか）および審議会告示（人権審議会の下部実
動組織たる委員会の構造および作業方法に関する指針）に向けられる。なぜな
ら，1995年1月のヨーロッパ連合への加盟以来，連邦憲法典第1章を「総則
ヨーロッパ連合」と書き，「一般的に承認された国際法規定は，連邦法構成要
素として妥当する」と規定し（9条1項），国内法については「すべての国家
行政は，法律の根拠に基づいてのみおこなうことが許される。」（16条1項）
と明言することから明らかなように，オーストリアは国連条約，EU法を頂点
とする多段階法秩序（国連・EU・連邦・州・ゲマインデの段階的な法規範）
のもと，全部留保型の立法原則を憲法典に採用する国家であり，したがってす
べての国家行為が法令・告示によって詳細に規律され，そのことは同時に，あ
らゆる国家機関の作用が膨大な法規範により詳細かつ具体的に説明されている
という理由による。
　ただし考察対象とする警察組織は，戦後のドイツおよび日本のように連邦主
義化ないし自治体警察化を採用せず，組織的意味での「脱警察化（Entpolizei－
lichung）」を知らず，むしろ，共和主義のもとで連邦警察として一元化・集
中化の傾向を有する独自性がある点は留意を要する（5）。
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1．刑事施設視察委員会とその法的根拠
　人権審議会への考察に先立ち，わがくにの拘禁オンブズマン制度を概観して
おこう。
　刑事施設視察委員会は，刑事施設（刑務所・少年刑務所・拘置所，計74）
ごとに置かれ（7条1項），その置かれた刑事施設を視察し，運営に関して意
見を述べるものとする（意見具申権。7条2項）。委員会は，10名以内の委員
で組織することとされ（8条1項），法務大臣による委員任命の法的要件とし
て，人格識見が高く，刑事施設運営の改善向上に熱意を有するものであること
とされている（2項）。任期を1年として再任を妨げない（3項）。委員は非常
勤である（4項）。委員会の組織・運営については，省令で定めるとしている
（5項）。なお刑事施設の長は，刑事施設の運営状況につき，省令により，定期
的または必要に応じて，委員会に情報提供をおこなうこととされている（9条
1項）。
　委員会の刑事施設の運営状況把握のため，委員は刑事施設の視察をおこなう
ことができる。この場合，委員会が必要と認める場合，施設長に対して，被収
容者に対する面接の実施について協力を求めることができ（2項），長は，こ
れに対し，必要な協力をしなければならない義務を負う（3項）。また，被収
容者が委員会に提出する書面について，施設長以下，検査をしてはならない
（4項）。なお，法務大臣は，毎年，委員会が刑事施設の長に対して述べた意見
およびこれを受けた施設側の措置の内容を取りまとめ，概要を公表することと
されている（10条）。
　法の委任（8条5項）により施行規則である「刑事施設及び被収容者の処遇
に関する規則」が定められ，委員会委員長の選出が委員の互選によること（規
則3条1項），委員長が会務を総理すること（2項），委員長に事故のあるとき
は，予め指名する委員が委員長職務を代理することとされている（3項）。委
員会の会議は委員長が招集し（4条1項），委員会の定足数を過半数とし（2項），
一119一
法科大学院論集　第7号
委員会議事のための必要事項は委員会自身が定めるものとしている（3項）。
なおその庶務は，刑事施設の総務部庶務課が担当することとされている（5条）。
　刑事施設長の委員会への情報提供義務（法9条1項）を受けて，規則は，毎
年度最初の委員会に，刑事施設の運営状況把握のために必要な以下の情報を，
書面をもって提供することを定める（6条1項）。1．敷地および建物の概況，
2．収容定員および収容員数の推移，3．職員定数およびその充足状況，4．参
観（法12条）の許否の状況，5，（法40条の）衣類および寝具等物品の貸与お
よび支給ならびに自弁の物品の使用（法41条）または摂取の許否の状況，6．
被収容者に講じた保険衛生上および医療上の措置の状況，7．宗教儀式・宗教
行事および教謹の実施状況，8．自弁の書籍等の閲覧禁止または制限の状況，9．
規律および秩序維持のために執った措置状況，10，篤志家・関係行政機関その
他のものによる受刑者の処遇に関する協力状況，11．矯正処遇等（矯正処遇と
法85条1項の指導）の実施状況，12．被収容者による面会・信書の発受およ
び通信の許否（法146条1項），禁止，差止あまたは制限の状況，13．懲罰の
科罰の状況，14．審査の申請・再審査の申請・申告および苦情の申出（法163
条1項，165条1項）の状況と処理の結果，15．仮釈放および仮出場を許すべ
き旨の申出状況（1項各号）。また，刑事施設運営の状況に相当程度の変更が
あった場合，委員会から施設運営の状況について説明を求められる場合，委員
会の意見を受けて措置を講じた場合には，会議にそれら状況の把握に必要な情
報を書面で提出しなければならないとされている（6条2項）。
　刑事施設視察委員会の実際の運用については，法務省矯正局が2007年9月
付けでその活動状況について概要「刑事施設視察委員会の活動状況について』
を発表し，日本弁護士連合会からは早くも2009年9月17日付けで視察委員会
制度についての改善意見が発表されている（『刑事施設視察委員会のあり方に
関する意見書』）。
　刑事施設視察委員会制度に対する改善提言のポイントは，1．法定10名以下
とされている委員の定数配置（法8条1項）については，支所の数やその収容
定員をも勘案して設定すること（視察にかかる適正員数の確保），2．被収容者
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が提案・意見用紙を委員会へ提出する際の提案箱への投函事実の秘密の確保
（提案に関する秘密の確保），3．委員会開催確保（年10回程度）のための予算
確保（予算措置），4．委員会の事務執行の補助者の確保および，施設外での事
務実費の国による負担の要望（3．も含むリソースの確保），5．委員会の他の委
員会との経験交流機会の確保と国による経費負担の要請（委員の自己研修機会
とそのための財政支援の確保）の5つとなっている（6）。
2．留置施設視察委員会とその法的根拠
　他方，留置施設視察委員会について，法は，警察本部にこれを置くとし（20
条1項），当該警察本部が管轄する都道府県警察の管轄区域内の留置施設を視
察し，その運営に関して留置業務管理者（警察署に置かれるものにあっては警
察署長。法16条1項）に対して意見を述べるものとしている（2項）。委員会
は委員10名以内で組織するものとし（21条1項），公安委員会の委員任命要
件として，人格識見が高く，留置施設運営の改善向上に熱意を有する者とし
（3項），非常勤としてこれにあたり（4項），委員（であった者）には守秘義務
が課せられる（5項）。これらの事項ならびに委員会組織および運営に必要な
事項は条例で定められる（6項）。
　法律規定は以上のとおりであるが，留置施設視察委員会が警察本部設置とさ
れていることを受け，詳細は条例，公安委員会規則を経て本部長に委任される
こととなる。したがって，留置施設視察委員会条例により，法定10名以内と
された委員定数が定められ，その任期，再任制限，委員解任の要件，委員長の
選出方法，委員長職務代理者に関する規定，さらに委員報酬および旅費等の費
用弁償，および公安委員会規則への委任等が定められ，これを受け，公安委員
会規則によって，施設視察委員会への情報提供と情報提供義務が課せられる事
項の確認，会議の運営，会議録の作成，庶務と委任事項等が定あられる（例え
ば，京都府留置施設視察委員会条例）。
　さらに警察本部により留置施設視察委員会運営（あるいは委員の任命等）に
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関する要綱が定められている。そこには，設置目的の確認，運営の基本指針，
委員会を所管する課の事務処理事項（委員の任免手続，会議事項，委員会活動
に関する署の指導等），委員の任免（委員候補者のリストの作成と公安委員会
への提出等），候補者選定に関する留意事項（心身とも健康であり，職務遂行
に支障のないこと，被留置者の親族等関係者でないこと，警察関係者でないこ
と，暴力団等の関係者でないこと等）また候補者にかたよりがないこと（年齢，
性別，業種等の点で），会議場所の提供，委員の解任・辞任手続，視察，面接
に関する事項，委員会に提出される書面の取扱い，意見の受理とそれに対する
措置，意見等の公表等が規定されている。
　都道府県単位での施行でそれぞれの留置施設視察委員会自体が発足して日が
浅いため，先の刑事施設視察委員会制度に対するような統一的意見等はみられ
ないが，先の日弁連による改善提言は，制度趣旨を同じくする本委員会制度に
ついても当てはまるものと思われる。
　現行法が廃した旧監獄法改正への意図は，拘禁制度の「近代化」，「法律化」，
「国際化」（行刑改革提言2頁）であった。現行法の充実と展開（法治主義の実
質化）に向けた今後の議論においても，これら3つの観点は普遍性を有する。
換言すれば，人権擁護の国際化である。警察活動に関するオンブズマン機能，
その関与の方法・権限と構成員の充実などへのさらなる議論は，警察留置施設
の存置がなおも継続する状況を考えても，深められ展開され具体化されてゆく
必要がある（留置行政手続の確保と充実）（7）。
3．契機としての国際人権法
　わが国拘禁施設への第三者視察制度創設の国際（人権）的契機となったのは，
国連条約である『拷問及び他の残虐な，非人道的な又は品位を傷つける取扱い
又は刑罰に関する条約』（1984年採択87年発効。以下「拷問禁止条約」と略
す）への加入であり（99年），国内での契機となったのは，2001年から02年
にかけての名古屋刑務所刑務官による一連の受刑者死傷事件である。かつて数
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回にわたって監獄法の改正を果たせなかった国会において（法案審議は82年，
87年，01年におこなわれた）改めて行刑環境が議論され，法務省における行
刑改革会議（2003年3月）の設置，同12月22日付け『提言～国民に理解さ
れ，支えられる刑務所へ～』）の発表。提言等をふまえた受刑者処遇法（2005
年5月25日法律第50号）の制定，さらにそこで残された未決拘禁者の収容及
び処遇等に関する法整備（警察留置施設関連）のための有識者会議設置（05
年12月）と会議検討の成果である『未決拘禁者の処遇等に関する提言～治安
と人権，その調和と均衡を目指して～』（2006年2月2日付け）により，前記
刑事被収容者処遇法案が可決成立にいたる（2006年6月制定。07年6月1日
施行）。
　この間，国際的には，日本は1999年6月9日に国連拷問禁止条約を批准し，
7月29日から条約は国内発効している。ただし，個人通報に基づく拷問禁止
委員会の審査（22条）については受諾宣言をしていないため発効していない。
後述のヨーロッパ拷問防止条約およびその実効性確保のための拷問防止委員会
の定期訪問制度を模して採用された，締約国への定期訪問制度について，拷問
禁止小委員会にその権限を付与する選択議定書が，2002年12月18日，新た
に採択され06年6月22日から発効している。ただしわがくには，この選択議
定書を批准していない。
　国連拷問禁止委員会に対する日本政府の報告は，2005年12月にようやく提
出された。委員会による政府報告への審査報告が07年5月18日に出され，本
稿の関心対象である留置施設視察委員会に関しても，委員として弁護士会推薦
の弁護士を組織的に含めることを確保する等の手段により，警察拘禁に対する
外部査察の独立性を保証することが求められ，政府に対し1年以内に追加情報
の提供を求めている。
　その後08年10月には，これとは別に，国連の人権規約委員会による第5回
定期報告に対する審査報告が発表されており，そのパラグラフにおいて国際水
準に照らし以下の指摘を受けている（8）。
　「20．委員会は，…留置施設視察委員会，法務大臣によって棄却された不服
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申立てを再審査する刑事施設の被収容者の不服審査に関する調査検討会，さら
に被留置者によって提出された苦情の申出，審査の申請及び事実の申告を再審
査する責任を有する都道府県公安委員会もまた，受刑施設及び留置施設の外部
査察・不服審査機構を効果的なものとするために必要とされる，独立性，人的
資源及び権限を欠いていることに懸念を有する。この点に関して，委員会は，
2005年から2007年までの期間，留置施設職員に対し，暴行又は虐待の罪によ
る有罪判決又は懲戒処分が下されていないことに留意する（規約7条及び10
条）。」
　以上の理由付けのもと，両委員会に十分な人員配置がなされること，すべて
の関連情報に完全にアクセス可能でなければならないこと，委員が刑事施設な
いし留置施設の管理者により任命されるべきでないこと，被留置にかかる不服
申立てを再審査する権限を都道府県公安委員会から外部専門家からなる独立機
関に委譲すべきこと等を，保証すべきとしている。
4．人権審議会とヨーロッパ拷問防止条約
　人権審議会（以下，法令等に表れる場合を除き「審議会」と略す）は，ヨー
ロッパ人権条約における「何人も，拷問又は非人道的な又は品位を傷つける取
扱い又は刑罰を受けない」（第3条）との宣言を実効あるものとするため制定
された『ヨーロッパ拷問等防止条約（CPT：European　Committee　for　the
Prevention　of　Torture　and　Inhuman　or　Degrading　Treatment　or　Punish－
ment）』（1989年発効）のためのヨーロッパ委員会の数次にわたる勧告に基づ
き，1999年7月に連邦内務省に設置され七いる。
　審議会は，1999年の安全警察法改正法によってその独立性が確保される11
名の委員およびその他多数の補充委員から構成され（15a条2項第1文），人
権擁護の観点から，安全（治安）執行官（現在では2005年法改正により連邦
警察（Bundespolizei）の下に一体化されており，「連邦警察官」と称するこ
とも可能である）（9）の活動を調査し（15a条1項），さらには警察制度全般の
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改革に向けた企画立案的作業にも従事する（安全警察法93条2項による「報
告の公表」）。この作業に依拠して，内務大臣に警察制度にかかる改善提言をも
おこなう権能を有している（「大臣への勧告とそれへの対応の評価」）。連邦に
独占される安全執行官活動の包括的調査を実効あるものとし，執行官執務所へ
の人の勾留状況などを警察官に同行のうえ査察するため，審議会には地域ごと
に6つの下部委員会が設置されている（15c条1項）。
5．審議会設置にいたる経緯（歴史的背景）
　ヨーロッパ議会拷問防止のための委員会すなわち『ヨーロッパ拷問等防止条
約』とその遵守を実地検証としておこなう拘禁施設訪問が，1990年に初めて
オーストリアに対して実施された（5月20日から5月27日）。その総括的な
報告書では，一定の独立機関をして，警察拘禁施設における抑留状況を定期的
に査察することを付託するよう政府当局に対して勧告がおこなわれた（「警察
抑留中に法的補佐人の訪問を受ける権利を，被疑者にまで拡大すること。警察
による取調べがおこなわれている際に，法的補佐人の立会いの許容性を早急に
検討すること。警察拘禁施設に対して独立の法的助言をおこなう法制の可能性
について早急に検討すること」なども勧告されている。パラグラフ60）。
　その後94年の2度目の訪問（9月26日から10月7日）の後にも同旨の勧
告が再び公表されることとなった。
　96年6月，連邦政府は勧告に対する意見表明文書において，警察拘禁施設
における抑留状況を定期的に査察するための独立機関の設置を約束し（「被疑
者の逮捕・拘束・尋問の際に，安全機関により用いられた手段に関する調査検
討にあたる独立委員会の設置について構想中である。当委員会は，大学ならび
に司法界からの有能な人材によって構成され，治安行政分野にとって不意の制
御機能を果たすことになろう」。1996年7月21日付け『オーストリア政府意
見（表明）書』の5頁第4点），翌年2月に公表された意見表明文書において
もこの言質が明記されるにいたった。
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　98年11月，国民議会に提出された連邦政府の安全警察法改正に関する政府
案説明は，改正法案で構想される「人権審議会」が「拘禁審議会（Haft・
beirat）」機能に限定されず，広く人権擁護の観点から，安全官庁の活動すべ
てを執行機関に同行のうえ監察し，内務大臣に改善勧告を発することができる
ものと位置付けている（15a条1項第3文。第20会期国民議会（法案）資料
1479号1999年）。
　1999年5月1日，ブルガリアへの移送中の飛行機の中でナイジェリア人の
被拘禁者であったマルクス・オモフマが死亡した事件は，審議会創設を一層加
速する契機となった。当時の内務大臣シュレークル（Schl6gl）は，安全警察
法改正法が国民議会での可決を得る前に，急ぎ内相命令公布の手段をもって，
本審議会の設置を発令している（1°）。人権審議会設置から数日後の99年7月5
日，国民議会は，人権審議会に関する規律を重点とする安全警察改正法案を可
決し，9月1日から施行にいたっている（1999年のヨーロッパ拷問防止委員会
報告も，人権審議会の設置について「満足の意」を表明し，年次活動報告の公
表を求めている。パラグラフ17）。
6．審議会の任務
　審議会の活動は，拷問等防止条約履行の観点から，拷問等防止委員会の勧告
から想定される行刑にかかる「拘禁審議会」機能を超えるものとなっている。
　ひとつは，ヨーロッパ人権条約（3条）にいう人道的取扱い要請の観点から，
拘禁されている人間の現在状況を訪問調査することに限定されることなく，審
議会自身により決定される優先事項にそって，安全執行官（警察官）の活動と
いう権力行使活動の文脈における人権擁護に関するすべてに調査・査察が及ぶ
という点であり，いまひとつは，審議会の活動がコントロールの実施と不祥事
の告発のみに限られないという点である。
　審議会は，人権擁護の観点から，特定任務の履行さらには安全執行活動の
「制度的条件ないし所与」に関する改善勧告を連邦内務大臣におこなうための
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企画立案的作業にも従事する権能を有している。すなわち，審議会のコントロー
ル機能は，個々の警察事案に対する治安執行官活動に対するばかりでなく，組
織的かつ構造的な次元にも向けられていることになる。したがって刑事司法な
いし行政職員たる連邦公務員の規律監督にあたる官庁任務とは明らかに異なる
（前者は司法省，後者については「連邦公務員法（Bundesdienstrechtsgesetz）」
96条に基づく所属官庁・分限委員会・上級分限委員会および不服申立委員会
がその官庁にあたる）。
　審議会活動の重点は，重大な個別事案を契機ないし例示として露見した構造
的不備・欠陥の指摘および，改善勧告によって，人権擁護の観点からの警察官
の職務遂行にかかる制度面（例えば，教育研修を含む）からも抑止的効果をも
たらす点にある。
　前者について，審議会は，警察活動の制度的・構造的所与を人権擁i護の観点
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　から分析する任務を有し，特に，警察官による不祥事ないし権限濫用を偶発事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■　　■　　■　　　　　　　　　　　　　
象として捉えるのではなく，その原因がシステムに内在するものとして把握す
ることになる。
　審議会活動は，しかし，一般論と総論に止まるものでなく，むしろ人権擁護
の観点から，国家の任務体制の詳細な評価をおこなうことを職務としている。
地域ごとに組織化される専門家から成る委員会活動をとおしてこれにあたる。
したがってこれら委員会は，現場において，審議会の「延ばされた手」として，
「安全執行官の執務所への人の拘禁・抑留状態について同行の上，訪問調査に
当たる」（15c条1項第1文）という固有の任務に従事する。
　安全執行官には，審議会の活動につき，これに協力することが義務付けられ
ている（15c条4項第1文）。
　訪問調査を受けた執務所の責任者には，訪問調査の際の文書の閲覧を確保し
情報提供をおこなう義務があり（15c条4項第2文），その際には，職務に関
する守秘義務（連邦公務員法46条）が免除される（15c条4項第3文）。
　さらに審議会は，特に重要な課題について，作業グループを設置することが
でき，個々の事案についての，最終的には大臣への報告書作成の基礎となる準
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備，鑑定・評価ないし起案を付託することが可能である。また作業グループに
は，外部からの専門家の招聰も可能である。
　審議会の任務はまた，安全執行分野での人権擁護に関する人々の自覚を強化
する点にもある。したがって，次のことを確認しておく必要がある。
　オーストリア連邦憲法典によって確立されるわが民主主義的法治国家にあっ
ては，その執行がまずもって安全執行官に付託される国家の権力独占は，その
正当牲を，国内的平和と安全を構築する法擁護機能からのみ獲得する。しかし
ながらそうである限りでは，人権の尊重とその保護は，実効ある警察活動と決
して対立するものではなく，人権の確保はむしろ安全執行官活動の絶えざる自
明の構成要素である。
　審議会は，毎年，委員会活動を含むその活動についての報告を公表する（人
権審議会運営規則17条）。審議会により連邦内務大臣に上申される勧告は，連
邦政府の国民議会への治安年次報告書にも掲載されることが法定されている
（93条）。
7．審議会の独立性
　審議会の活動は，法治国家性自身が問われる重要分野である治安（国家任務）
にかかわるものであり，コントロール任務の実効性と信頼性は，これに任ずる
機関の独立性を要件とする。この点，人権審議会自身とそのすべての委員の独
立性が連邦憲法法律のレベルで確認されていたことは優れて重要である（なお，
本規定は2008年の法改正前の15a条は「憲法（国制）規律」とされてい
た）（’1）。
　加えて審議会が，人権擁i護の課題について最も影響力を有する各連邦行政官
庁と，人権擁護の分野で活動する民間非政府組織の代表によって構成されてい
る点が重要である（15b条2項）。すなわち，連邦首相府，司法省，内務省の
人権問題につき適格かつ責任ある代表者ならびに，アムネスティーインターナ
ショナル，カリタスオーストリア，ディアコニーオーストリア，人権SOSオー
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ストリア，国民救済オーストリアから推薦された人物が委員となる。このよう
な構成が，この合議制行政機関が，均衡を保ちつつ職務遂行のため専門的に活
動することを保証する。審議会は，安全執行活動に対する人権擁護の要請につ
いて，安全執行官と市民社会の代表者との対話ないしフォーラムの制度化を担
うのである（12）。
8．審議会の組織と運営
　審議会は職務の遂行につき上級官庁の指令に拘束されない（15a条2項第1
文）。独立に職務を遂行する11名の委員と同数の補充委員が審議会に属する
（15a条2項第1文）。
　安全警察法により，審議会の委員および補充委員が1期3年を任期として，
連邦内務大臣によって任命される（15b条2項第1文）。会長ポストについて
は，連邦憲法裁判所長官にその推薦権限が付与されており，連邦憲法裁判所，
連邦行政裁判所の構成裁判官および，国内の大学において憲法講座担当資格を
有する人物の中から選出することになる（15a条2項第2文）。
　会長を除く委員については，連邦首相ならびに司法大臣の推薦に基づき各1
人の委員（補充委員）が任命され，その他の5名の補充委員が人権擁護に貢献
する民間の非営利組織の推薦に基づいて任命される（15b条2項）。残る3名
の委員（補充委員）は，推薦の手続を経ずに，連邦内務大臣が任命権限を有す
る。いずれの場合も，その任命について本人の同意ある場合にのみ，任命は有
効となる。審議会の委員は，その任務を名誉職として遂行する（15b条1項
第2文）。その職は，任期の満了（任期3年で1回の再任のみ可能），内務大臣
による解任，委員の辞任と死亡をもって終了する（15b条1項第2文）。
　審議会は，その職務の履行について，自らの判断ないし内務大臣の要請を受
けてこれに当たり，改善勧告を提出する（15a条1項第3文）。審議会には，
内務大臣によって，その任務の履行に要する手段（人的・物的リソース）が提
供される（15c条5項）。
一129一
法科大学院論集第7号
　内務大臣は，審議会の意見聴取を経て，命令をもって，その運営規則を定め
る（15c条6項第1文）。職務遂行の議決に関し可否同数の際には，会長に決
定権が委ねられる。その他については，この規則が，職務の執行，特に，会議
の招集，進行，議事録，勧告書作成についての意思形成，記録に値する少数意
見についての基準，派遣団ないし委員会による執務所への訪問調査の実施に関
する定めをおいている（15c条6項第2文。連邦法令集1巻登載の1999年内
相命令395号）。
9．審議会の法的根拠
　安全執行官と人権との徹底的な対話および，その活動に対する人権という観
点からの継続的な検証の必要性にかんがみ，連邦内務大臣は，審議会を，安全
警察法の改正に先立ち1999年6月8日付け『人権審議会命令』によって創設
している。いうまでもなく，連邦行政組織法（BMG）8条に基づく命令形式
での審議会設置は単なる中間段階にすぎず，実効あるコントロール実施のため
の重要な権限は，法律上の規定に留保されることになる。審議会委員の独立性
確保は，命令のレベルでは十分に確保されず（内相命令形式によれば内相付置
の色彩が濃くなる），内務省設置における審議会の独立性確保のためには，「憲
法規律」の位置付けを必要とした（1999年の安全警察法改正に実現化された）。
　1999年安全警察法の改正条項であり，かつ憲法規律規定でもあった15a条
により，審議会は，人権擁護に関する問題につき，内務大臣の協議に与ること
が法律上根拠付けられた（人権審議会の組織および任務に関する規律は，法
15a条，15　b条，15c条（1999年146号法律））。さらには上述の命令（1999
年202号）を失効しかつ法規定施行のために公布された内相命令（1999年395
号）。その後2004年7月1日には，審議会の改正運営規則（260号命令）が施
行されている（改正の対象は特に，委員会委員の任命プロセスを委託契約から
公法上の任命手続へと変更する点にあった）。
　安全警察法15a条をもって，基本権の擁護に任ずる機関としての審議会に
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最大級の制度的保障を付与するとともに，審議会委員の独立性をも確保するた
めの「憲法（国制）規律」が安全警察法自身の中に確定されたのである。
9－1人権審議会法（審議会にかかる法令システム）
　審議会に関する法規定は，安全警察法を頂点として，内相命令としての人権
審議会運営規則，さらに審議会自身の公布による『委員会の構成および活動方
法に関する指針（ガイドライン）』によって構成される。
《内務大臣命令》
①安全警察法15c条6項に基づく『人権審議会運営規則ならびに人権審
　議会に関する執行規定を公布し人権審議会命令を廃止する内相命令
　（Verordnung　des　Bundesministers　fUr　lnneres，　mit　der　die　Gesch註fts－
　ordnung　des　MRB　und　DurchfUhrungsbestimmungen　im　Zusammen・
　hang　mit　dem　MRB　erlassen　werden　und　die　MRB－Verordnung
　aufgehoben　wird（MRB－V）．　BGBI．　II　Nr．395／1999．（II　Nr．260／2004，　II
　Nr．398／2007）』
②安全警察法15a条から15c条に基づく『人権審議会に関する執行規定
　（DurchfUhrungsbestimmungen　im　Zusammenhang　mit　dem　MRB．）』
　《人権審議会公布》
　命令①の15b条に基づく，審議会公布『委員会の構成および活動方法に関
する指針（Richtlinie　fUr　Struktur　und　Arbeitsweise　der　Kommissionen）』
9－2　安全警察法規定
　《安全警察法15a条　人権審議会（制定時は「憲法（国制）規律」であった
が，2008年第2号の連邦法により普通法規定に変更）》
　「連邦内務大臣は，人権擁護の問題に関し，人権審議会と協議することとす
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る。このため，人権審議会には，安全官庁その他連邦内務大臣に従属する官庁，
および行政官庁的命令および強制権の行使が授権される機関の活動を，人権擁i
護の観点から，監察しまた同行のうえ査察することが義務付けられる。人権審
議会はこの点につき，自らの判断あるいは連邦内務大臣の求めにより，活動し
改善策を提言する。」（1項）
　「人権審議会は，その職務の遂行につき官庁指令に拘束されない11名の構成
員および多数の補充構成員からなる。連邦憲法裁判所長官は，会長およびその
代理者についての人事提案権を有する。これらの構成員は，憲法裁判所ないし
行政裁判所の構成員，ないしオーストリア国内の大学において憲法学の教授資
格を有する者から選出される。」（2項）
　《人権審議会委員　法15b条》
　「人権審議会の委員ならびに補充委員は，任期を3年とし，連邦内務大臣の
承認を得て任命される。その職は名誉職とする。任期の満了，連邦内務大臣に
よる解任，委員の辞任あるいは死亡をもって終了する。」（1項）
　「委員および補充委員各1名については連邦首相および連邦法務大臣が，委
員および補充委員の各1名については連邦内務大臣により指定された人権擁i護
に貢献する5つの民間公益組織それぞれが，人事提案権を有する。委員ないし
補充委員，会長，会長代理者の解任は，文書をもって理由を付しておこなわれ
る。」（2項）
　《人権審議会の任務の履行　法15c条》
　「人権審議会は，安全執行官のあらゆる執務所，ならびに安全執行官により
行政官庁的命令および強制権が執行されるあらゆる場所に，派遣団ないし委員
会を派遣訪問のうえ調査させることができる。安全執行官の執務所における人
の留置についての同行査察は，委員会がおこなう。委員会は，地域的事情に配
慮し，任務の履行を可能とする員数をもって構成される。」（1項）
　「派遣団は，人権審議会によって決定される非代替の委員および補充委員か
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ら組織される。委員会は，人権分野での公知の人物の指揮のもと，人権審議会
により招聰され，予めあるいは適宜に委嘱された専門家から構成される。安全
執行機関に属する実務専門家は，人が拘置される可能性のある執務所への訪問
調査を責務とする委員会構成員からは除外される。」（2項）
　「人権審議会委員ならびに招聰された専門家は守秘義務を負うが，情報提供
者の身元を明かし裁判上可罰とされうる行為を告発する義務はこれを負わない。」
（3項）
　「安全執行官は，人権審議会の活動に際して協力する義務を負う。訪問調査
先の執務所の指揮官は，関係書類の閲覧を保証し必要な情報を提供する義務を
負う。その際には，守秘義務が免除される。その他，派遣団ないし委員会に対
し，管轄全域への立入りを保証し，要請に応じて第三者の立ち会いなく特定の
留置者への接触要請に応じなければならない。」（4項）
　「職務遂行のため，連邦内務大臣は，人権審議会に必要な手段（リソース）
を配置する。」（5項）
　「連邦内務大臣は，人権審議会の意見聴取の後，人権審議会の運営規則を命
令によって確定しなければならず，その際，賛否同数の際の会長決裁の権限を
規定しなければならない。その他特に，運営規則は会議の招集・進行・議事録，
助言勧告の作成にあたっての意思形成，適格な少数意見の認定基準（13），派遣団
ないし委員会による執務所への訪問調査の実施について，規定するものとする。」
（6項）
　《第8章治安報告書法93条》
　「連邦政府は，国民議会ならびに連邦議会に対して，毎年，国内治安に関す
る報告書を提出しなければならない。」（1項）
　「治安報告書は，前年における本法の執行に関する報告，すなわち安全官庁，
安全アカデミーωおよび公共治安担当機関の活動重点についての情報の提供
を記載するものとする。加えて，報告書は，1年の犯罪統計および有罪統計，
内務省そして司法省の視点からの刑事政策的に重要な傾向の解説，個々の
一133一
法科大学院論集　第7号
DNA判定（法67条）の適法性に関する不作為抽出方式での審査結果，法88
条から90条による手続（不服審査等）ならびに公務員分限法的および刑法的
観点からの公共治安担当機関に対して申立てられた批判・非難についての統計
的解説をおこなうものとする。最後に，治安報告書は，付随する適格な少数意
見およびこの関連で執られた措置とともに，前年における人権審議会により提
出された勧告をも掲載することとする。」（2項）
10．逮捕・拘禁の実際
　前述のとおり，審議会創設は，警察勾留事例の典型として表れる外国人に対
する外事警察執行の際の事件を契機とするものであったが，そもそもオースト
リアにおいては，通常，いかなる場合に警察による逮捕・拘禁がおこなわれる
か。以下，列記する（15）。
　1　（刑事訴訟法175条から179条による）予審判事による審問に相当との
　　　理由が認められる犯罪容疑がある場合の「逮捕勾留」（最長48時間まで）
　2　（刑事訴訟法173条以下による）検察による要請および裁判官による予
　　　審実施の決定に基づいておこなわれる「調査勾留」（公判が開かれない
　　　場合，特別の理由があるとき最大で2年まで）
　3　（刑法18条に基づく）1日から20年，あるいは無期の自由刑に相当す
　　　る有罪判決，あるいは（刑法19条3項の）罰金の不払いによる代替的
　　　自由刑の確定判決後におこなわれる「刑事拘留」
　4　（刑法21条から23条による）責任能力なきあるいは責任能力はあるも
　　　のの「精神的に正常でない犯罪者」，「薬物中毒の犯罪者」あるいは「凶
　　　悪な再犯者」を予防措置の執行のために裁判官の許諾をえて施設に収容
　　　する（場合によって無期限の）「措置執行収容」
　5　（12時間から6週間の）自由刑を科する行政刑に対する違反容疑により
　　　行政官庁の審判を受けた後におこなわれ（行政刑罰法11条），あるいは
　　　罰金の不払いによる代替的自由刑が行政官庁により確定されて後におこ
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　これら逮捕，
係施設（刑務所）と16の警察留置センターが所在する。
なわれる「行政罰拘禁」（行政刑罰法16条）
（行政刑罰法35条，36条1項による）行政刑罰執行手続の確保のため
の警察による逮捕・拘束（24時間まで）「警察勾留」
（外国人法39条）外事警察官庁における勾留のための外国人の警察によ
る逮捕（48時間まで）としての「外事警察勾留」
国内滞留禁止あるいは国外退去処分決定の手続実施のための外事警察官
庁による逮捕拘禁命令に基づく（2年以内で最長10か月）およびその
退去処分執行までの「逮捕拘禁」（外国人法76条および81条）
　　　　拘束され拘禁される収容施設としては，国内に，16の司法関
ll．審議会の特徴（検証）
　さて，先にみた法務省矯正局・警察庁長官官房・日弁連刑事拘禁制度改革実
施本部による「三者合同視察報告書』における「人権評議会」紹介文の補充と
補正をおこなおう（序を参照せよ）。以下のとおりとなる。
　人権審議会は，1999年6月，内相命令に基づいて，法律改正の根拠づけ
（改正法制定）に先立って創設された，連邦内務省に設置されながら，内相の
指令・指揮に拘束されない，その意味で独立の合議機関である⑯。とりわけ，
国連およびEUの条約規定（’7）の順守状況を監視監察する機能を帯びている。
審議会は正と補充の22名の委員から構成される。
　発足当時には，憲法（国制）規律（15a条）によって根拠づけられる，法
的根拠の上でも最高の地位が付与される内務省の協議・審議機関であった。た
だし，その後2008年の連邦法律第2号の5条8項2号により当該規定は普通
法規定とされた。すでにふれた通り，オーストリアの「憲法」法源は多様かつ
多段階に所在する。国連条約にはじまり，EU条約，連邦憲法典，人権に関す
る国家基本法，さらには憲法法律（国家宣言），普通法における憲法規律に至
る。
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　このような憲法についての見通しの悪さを克服すべく2003年オーストリア
会議が国民議会に設置され検討を重ねた結果，その成果として法規定の整理見
直しがなされたのである。
　会長および会長職務代理者は，憲法裁判所長官の人事推薦権に基づいて内相
から任命され，いずれも憲法担当教授がこれを勤めることが法定されている。
　委員の活動は名誉職としておこなわれる。ただし，実費の弁償・手当の支給
等は，内相命令の審議会運営規則および人権審議会自身の公示する委員会に関
する指針に基づいておこなわれている。現在，高等裁判所の管轄（ウィーンで
はその管轄区域を3分する）ごとに6つの委員会が置かれ，主に警察留置セン
ターへ訪問調査に従事するが，下部の委員会の長は必ずしも憲法学者に限定さ
れてはいない（18＞。
おわりに
　独任行政庁，しかも基本的には政権の最も右よりの人物が就任するポストで
ある内相と，人権擁護にかかる観点からの協議に当たらせる審議会の役割は，
審議会での協議自体が社会各層（官民）の代表者からなる安全フォーラムを形
成すると同時に，内相との関係では治安と人権保障のコミュニケーションを常
態化する機能を有する。また，このことを具体化するために，審議会自身が警
察官に同行しその権限執行を監察し（臨場監察の権限）㈹，制度的所与として
の警察への改善提言の権限も付与されている（勧告提言の権限）（2°）。これら権
限を付与された審議会が，連邦行政組織の中に明確に位置づけられている点に
も，注目したい。そうであるが故に官庁内の指揮命令系統とは一線を画すこと
を法定し，改善勧告および建設的提言も内務省自身から発せられたものとなる。
勧告提言の遵守を定める規定はみられないが，対外的には，政治的・政策的な
自己拘束性が生ずることになる。内相の立法政策判断に影響を及ぼすことはい
うまでもない。
　審議会の主要構成員である会長およびその職務代理者ポストについては，憲
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法裁判所長官の人事推薦権を優先し，内相の人事裁量権に委ねていない。他の
審議会委員ポストについても，政府閣僚および民間の人権擁護団体に人事提案
権として分配されている。このような人的編成により，監察業務の専門性，客
観性と公正性が担保される。警察執務所すべてに対して，審議会の代表派遣な
いし下部の委員会をして，臨場調査させることができる。
　警察内の留置施設については，地域管轄を有する全国6つの委員会が委員の
中から編成されて監察をおこなう。これには外部の専門家を招聴することも可
能とされている。臨場監察について，警察実務関係者は当然ながら除外される。
その際，監察・査察と呼ぶに相応しい権能と義務が明確に法定されている。す
なわち，連邦の特別職公務員としての守秘義務を負うが，情報源秘匿について
の法的保護が保証される。監査を受ける警察官には，審議会の職務活動に協力
する法的義務がある。関係書類の閲覧を確保し必要な情報の提供義務があるが，
その際懸念される守秘義務については免除される。また，執務空間すべての立
入が可能とされ，収容者への直接接触を第三者の立会なしに実施できる。これ
らの制度化が，外部者による監査の徹底を制度上可能にしている。
　審議会活動の自由性，独自性および自立性を確保する制度的支援としての，
人材をはじめとするリソース確保が法定される。したがって，法により設置さ
れた審議会ではあるがその運営規則を定める内相命令自身の策定に審議会が関
与できる。そしてその詳細をさらに，審議会自身が指針をもって策定する権能
を有している。
　これら市民関与の審議会の勧告・提言は全て公表され，議会にも年次治安報
告書として提出される。間接的には，新たな立法策定ないし改正といった法制
度改革への契機にもなる。
　「今や10周年を迎える人権審議会は，世界的に見ても唯一無二の貴重なる存
在（Unikum）である。
　市民社会および連邦政府からの代表者から構成され，安全治安行政の活動を
治安職員に同行の上で監察しコントロールする機関など他国には存在しないb
その特殊性のゆえに，審議会はまた批判批評の的になる。この機関が，不都合
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な事件や出来事を隠蔽するイチジクの葉として利用されることが勘繰られてい
る。ある評論家は，審議会が「絶対主義末期の正当化の道具」であると酷評し
ている。だが彼は，わが国第2共和制において多様な観点・価値観を有する代
表者による協働が，この国の政治文化の特別な構成要素のひとつとなっている
こと，さらにはこの政治文化が，わが国民同胞には多くの利点をもたらしてい
る点を看過している。
　こんにち，人権審議会が，オーストリアが世界中で最も透明度の高い安全治
安行政をおこなう国となることに貢献したということができる。審議会は実に
多くのこと達成することができた。もちろん，こんにちにおいてもなお，多く
の事案において，審議会は，批判を喚起する原因ともなっている。が，審議会
は，耳を傾けられるだけでなく，変化を実現しうる大きなチャンスを有してい
る」。
　現審議会会長であるゲアハルト・ヴィーリンガー教授による，設立10周年
目の審議会報告書『人権審議会の重要テーマ1999－2009』の巻頭言である。
　審議会は，現在，会長と会長代理者を含む正と補充それぞれ11名ずつの委
員22名で構成され，その下部組織で警察執務所ならびに大規模イベント等に
警察官と同行してその命令強制権限行使を，人権擁護の観点から，具体的に査
察・監察する6つの委員会は，それぞれに長を含め7名の委員と1名のコーディ
ネーター計48名で構成されて活動している。
　審議会が連邦内務省「内」に設置されて，人権擁護の観点から，内相との協
議をおこなう位置づけであるのに対し，わがくにの留置施設視察委員会は警察
本部に「置かれる」との法律記述のみで，積極的位置づけが見られない。すで
に在来の内部的監察制度が存在するため「視察」すなわち勾留施設への事実上
のプレゼンス効果と，収容環境改善のための改善提言が期待されているに止ま
るように思われる。
　「会議体国家」と評されるオーストリアにおける市民各層の代表からなる審
議会方式の政治文化を背景とし，また独任庁である内相判断への民主的関与の
場としてのその役割の高さと重要度に比すれば「視察」の名称に止まるわが委
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員会制度との開きは大きい。ただし，先行する警察署協議会制度（警察法53
条の2）とあいまって，警察活動への市民関与の機会が増大したことは高く評
価される必要があろう。また，実動警察の主管単位である警察本部に附置され
る第三者による本視察委員会が，同層じく第三者的合議制行政庁としての公安委
員会機能と重複するとの組織法上の懸念もあるが，勾留空間における人権保障
の間接的事実的担保という手続法的側面からみれば，その重複はあたかも本稿
で取りあげた人権審議会と下部委員会の如く「機能分担」として把握すること
ができ，不服申立ないし事実の申告がおこなわれることがないような環境の醸
成に資するプレゼンスは十分に発揮できるように思われる。
　収容空間での人権侵害の抑止のためには，何より執行機関の人権擁護に関す
る教育・研修・啓発が肝要であることはいうまでもない⑳。
　場に臨んで法治主義実現の事実上の担保機能を果たす合議制第三者機関は，
行政手続的な意味からは重複不要とはならず，むしろ必要不可欠である。今後
とも両視察委員会の協議機能を強化し，不服申立に対する審査への関与の可能
性も考慮に入れた審議会への早期の昇格が望まれる。
　かつて「行政の隠れ蓑」と椰楡された審議会制度とその手続は，行政手続法
の充実の流れの中であらためてその機能と位置づけを検討することが必要であ
る。その際，国家行政組織法および地方自治法の規定に留意しつつも，設置の
法的根拠（いかなる法的地位を付与するか），自立的機能発揮のための専任の
事務局リソースの確保，審議・検討の公表とそれべの行政対応に対する評価，
組織内研修の充実などが，主な検討課題となる。
　　　　　　　　　　　　　　　　〈注〉
（1）　法務省によれば，法に基づく「不服申立ての流れ」として「事実の申告」（法
　　163条165条）については，以下のような扱いとなる。矯正管区宛に事実の申告
　　がなされた場合，「調査・審査」のフィルターを経て，「法定の事項に対する申告」
　該当性の有無が判断される。非該当の場合，「却下」とされる。他方，法定事項
　該当性ありとされた場合は，不適法なものは却下扱いとなる。違法・不当なしと
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　　判断された場合，「事実なし」の確認がされる。他方で「あり」とされた場合に
　　は，申告の事実ありとしてこれを「確認」し，再発防止措置を講ずる。前述のと
　　おり，「却下」と「事実なしの確認」については，法務省に対して法務大臣宛の
　　事実申告として継続手続となる。
　　　法務省は同じく，調査・審査を経て，「却下」ないし「事実なしの確認」を受
　　けた申告を不適法却下とし，「違法・不当あり」とされれば，「事実の確認」をお
　　こない「再発防止措置」を講ずることになる。他方，調査。審査を経て「違法・
　　不当なし」と判断される場合，「刑事施設の被収容者の不服調査に関する調査検
　　討会」（要綱設置）手続に付される。ここでの審査により，「法務省意見相当」と
　　されれば「事実なし」の確認にいたる。また，審査の後，法務省意見「不相当」
　　となった場合，「再検討」を経て，あらためて「事実なしの確認」あるいは，事
　　実ありの確認（再発防止措置）をおこなう。あるいは，検討会での審査を経て
　　「要再調査」として再調査が命ぜられる。
　　　他方，「審査の申請」（法157条，162条）については，申請に対して「調査・
　　審査」をおこない，法定事項への不服該当性の有無を判断する。該当性なしある
　　いは該当性はあっても不適法なものは「却下」とされる。法定事項への不服につ
　　いて，違法・不当の有無が判定され，違法・不当がなければ「棄却」され，あれ
　　ば「認容」され措置の取消し等の措置が講じられる。
　　　却下処分・棄却裁決に不服があれば，法務省への再審査手続として継続する。
　　調査・審査の上「不適法却下」あるいは，違法・不当があれば認容裁決を得て，
　　措置の取消し等がなされる。・違法・不当なしと判断される場合，上記調査検討会
　　手続に付される。検討会での「審理」において，法務省意見相当であれば「棄却」，
　　意見不相当であれば再び検討に付され，「認容（措置の取消し）」ないし「棄却」
　　とされる。なお，これらの不服申立て手続に関して，平田和一「刑事収容施設に
　　おける「不服申立て」概観（1）」専修法学論集（2008年）39頁以下に詳細な検
　　討がある。
（2）「もとより，未決拘禁者は，有罪の確定判決を受けた者ではないので，その権
゜　　利及び自由の制限は，未決拘禁者としての身柄拘束のために必要かつ合理的な範
　　囲のものでなければならないことは，当然のことである。」『未決拘禁者の処遇等
　　に関する提言～治安と人権，その調和と均衡を目指して～』未決拘禁者の処遇等
　　に関する有識者会議（平成18年2月2日）3頁。
（3）　人権審議会の概要については，人権審議会事務局長（法学修士）ヴァルター・
　　ヴィッツァースドルファー氏の依頼で，日本語サイトのための作業をおこなった。
　　　これを拙i著「オーストリア連邦内務省『人権審議会』日本語版ホームページ試訳」
　　関東学院法学15巻1号（2005年9月）201頁以下において紹介した。本試訳は，
　　その後，加筆・修正したうえで，人権審議会ホームページの日本語版サイトに掲
一140一
警察における第三者的内部統制
　　載されているが（http：／／wwwmenschenrechtsbeirat．at／），現地で入手された
　　ソフトによる日本語構成のゆえ，残念ながら判読は困難を極める。
（4）　代用監獄の廃止と国際水準に合致した未既決の拘禁制度改革を求める日弁連刑
　　事拘禁制度改革実現本部は，海外の拘禁施設の視察先として，オーストリアを訪
　　問してウィーン・ヨーゼフシュタットの司法拘置所およびギュルテル警察留置セ
　　ンターをも訪問している（2005年7月）。日本弁護士連合会『未決拘禁施設に関
　　する海外調査報告』より。
（5）　その歴史的背景と展開について，拙著「オーストリア共和主義警察史一都市
　　警察および共和主義警察への展開を中心に」関東学院法学18巻2号（2008年）
　　31頁以下を参照せよ。
（6）以下，本稿では，主に，警察留置施設および警察活動に関するオンブズマン制
　　度を考察するが，オーストリアにおける刑事収容施設についての第三者監察機関
　　は，「刑罰執行法（Strafvollzugsgesetz）」18条に定める「執行委員会」がこれ
　　に該当する。概要は以下のとおりである。
　　各ラントにおかれる刑事担当裁判所ごとにひとつの委員会が設置される。委員
　会は，刑罰執行，特に受刑者の処遇に関する規定の的確な順守を確認する義務を
　　負う（1項1文）。互選により会長および職務代理者を毎年選出する，7名の委嘱
　委員で委員会を構成する（2項）。委嘱委員には，陪審員の職に当たる資格を有
　する者のみ任命することができる。4名の委嘱委員のうち2名は少なくとも民間
　人（公職にない者）とし，少なくとも1名は女性とする。委員会が所在する州首
　相の推薦に基づき，司法相が任命し，商工産業および社会行政の各大臣が1名ず
　つを委員として推薦できる。1名の者は，司法省分野から任命する。任命に当たっ
　ては，自由刑執行について理解を有する人材から考慮され，任期は5年とする
　（3項）。委員会は，委員長ならびに3名以上の委嘱委員をもって成立する（4項）。
　委員会は，年に1度，所管の受刑施設に対して，予告なしに訪問調査をしなけれ
　ばならない。複数回の訪問調査について，委員会は自由に判断を下すことができ
　る。受刑施設は，委員会の求めに応じて，受刑者についての必要な情報を提供し，
　受刑関係書類への閲覧を確保しなければならない（5項）。委員会は司法省なら
　びに執行司令局に対して，前年度の活動について，新年度4半期以内に文書をもっ
　て報告しなければならない。必要に応じて，提案をおこなわなければならない
　（6項）。委嘱委員は守秘義務を負い，職務上知り得た秘密の漏洩については刑法
　301条が適用される（7項）。名誉職とし，旅費交通費の実費については，別に定
　めるところによる。（8項）。委嘱委員に職権の濫用があった場合には，司法相に
　より罷免される（9項）。なお，受刑施設長ないし長による決定・命令に対する
　不服申立については，別途，各高等裁判所ごとに置かれる「執行評議会（Vσ11－
　zugskammer）」で審理される（11a条）。
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（7）　今後とも，法律附則に予定される2011年の見直しに向けた（41条），法曹三
　　者による制度の充実と機能強化に向けた建設的な議論が展開され，国際水準を満
　　たす努力が継続されることを期待したい。
（8）　さしあたり，葛野尋之「代用刑事施設と国連拷問禁止条約」立命館法学6号
　　（316号）（2007年）62頁～98頁。
（9）　拙著『ウィーン警察官教育の法と命令（以下『法と命令』と略）』（関東学院大
　　学出版会，2005年）の「はじめに」を，また注（5）を参照。
（10）　連邦政府組織法8条によれば，その1項で省の所管する事務についての準備，
　　すなわち国民議会への立法提案，命令，政府告示の準備のために（同3条2号），
　　委員会（いわゆる審議会）を設置することができるとされ，2項で，当該委員会
　　運営についての構成，長および意思形成についてあらかじめ確定しておかなけれ
　　ばならないとする。これらは，大臣命令をもっておこなわれる。なお，『法と命
　　令』90頁を参照。
　　　1999年6月8日，これら連邦政府組織法規定に基づいて制定された『人権審
　　議会令Veorordnung　des　Bundesministeriums　fUr　Inneres　Uber　die
　　Einsetzung　eines　Beirates　fUr　Fragen　der　Wahrung　der　Menschenrechte．
　　Menschenrechtsbeirat－Verordnung：BGBI．　ll　202／1999．；，6月30日公布）』は，
　　以下のとおりである。
　　「第1条　審議会の設置
　　　連邦内務省に，「人権擁護課題に関する審議会（人権審議会。以下「審議会」
　　という）」を設置する。
　　第2条　任務
　　　審議会には，安全執行部による人権擁護の問題につき，以下の事項が課される。
　　　1．連邦内務大臣との協議
　　　2．執行についての同行査察ないし監察（1項）。
　　　これに関し，
　　　　1）審議会は，人権擁護の観点から，安全官庁ならびにこれに配属される安
　　　　　全執行官の活動を監察する。
　　　　2）　審議会は，人権擁護の観点から，安全執行部の活動領域に＄ける任務履
　　　　　行の構造的所与を点検評価する。
　　　　3）　審議会は，人権擁護の観点から，特に連邦内務大臣の要請に基づき，検
　　　　　察官，刑事裁判所さらには職務（分限）監督庁の活動とは独立に，安全執
　　　　　行部に対する苦情・非難について監察する。
　　　　4）　審議会は，連邦内務大臣の要請に基づき，特定執行分野についての安全
　　　　　執行部による人権擁護改善の可能性について意見を表明する（2項）。
　　　　　　審議会は，上記2項1号2号の実施について連邦内務大臣に対し毎年，
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　　　2項3号に基づく要請の措置については，監察終了後すみやかに報告する
　　　こととする。これらの報告において，審議会は，安全執行部が個々の具体
　　　的に提示された職務の遂行にあたって，どのようにすればより人権を擁護
　　　できるかについて勧告しなければならない（3項）。
　　　　連邦内務大臣は，2項および3号の監察との関連で，審議会が提示した
　　　勧告を，その理由とともに公表する。連邦内務大臣は，この関連で実施さ
　　　れた措置の説明といったその他の勧告を，『治安報告書』（旧安全警察法
　　　93条）に掲載する。採択された少数意見も勧告とともに掲載する（4項）。
第3条　審議会の構成および構成員の任免
　審議会は，11名の委員から構成される。各委員につき1名の補充委員が任命
される。委員ならびに補充委員は，名誉職とする。連邦内務大臣の同意を得て，
1期3年として任命される。その職は，任期満了，連邦内務大臣による解職委
員の辞職ないし死亡により終了する（1項）。
　連邦内務大臣は，会長およびその代理者を，人権擁護の任を果たす特に独立し
た人物の中から任命する。委員および補充委員の各1名につき連邦首相ならびに
連邦法務大臣に人事提案権が，またその他の委員および補充委員各1名につき，
連邦内務大臣が決定する5つの人権擁護に貢献する非政府組織それぞれに人事提
案権が承認される。これら委員および補充委員の解職は，理由を付した文書をもっ
ておこなわれる。
　審議会委員，補充委員ならびに6条3項により審議会に招聰される者は，その
職の実施につき守秘義務を負う（3項）。
第4条必要な人材等（リソース）
　連邦内務大臣は，任務の履行に必要な人材等の手段（リソース）を確保するも
のとする（1項）。
　審議会は，連邦内務大臣に対し適宜，初回を2000年として，将来的に必要な
人材等の手段について報告するものとする。その際，報告は向こう数年にわたる
予算見通しも提示するものとする（2項）。
　審議会は，2条2項3号あるいは4号による任務を，要請に応じて配置投入さ
れた人材等の手段によっても履行することができない場合，連邦内務大臣に任務
履行に必要な人材等の指摘をそえて直ちに報告しなければならない（3項）。
第5条　会議の招集，指揮および進行
　会長ないしその代理者（以下，「会長」という）は，少なくとも4半期ごとに
会議のために審議会を招集する。なお，5名の委員の求あがあるとき，会長は審
議会の会議を招集しなければならない。招集は，予定の議事が記載された文書を
もっておこなわれねばならない（1項）。
　会長は会議を招集し議事を指揮する。会議冒頭に，議事次第を承認する（2項）。
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　第6条　意思の形成
　　審議会は，会長出席のもと，その他の委員の過半数の出席をもって成立し，そ
　の過半数の賛成をもって議決する。可否同数については，会長が決裁権を有する
　（1項）。
　　審議会が勧告をおこなう場合，各委員はこれに関する提案をなすことができる。
　表明された意思の3分の1を集めたものを適格な少数意見とすることができる
　（2項）。
　　2条2項3号に基づく要請の履行のため必要とされ守秘義務が確保されている
　限りで，審議会は，当該事項協議のため，特定の人物，特定の組織の代表者ある
　　いは人的組織の代表者を参加させることができる。その他の事項の実施のための
　専門家の招聰は妨げられない（3項）。
　第7条　議事録
　　審議会の協議の結果について，レジュメ形式の議事録を作成する。採決に関す
　　る支配的見解と異なる意見は，文書に記録される必要がある。
　第8条　訪問調査
　　2条2項3号の任務履行のため，審議会は，監察を現地において実施すること
　　も決議することができる（1項）。
　　執行についての同行監察のため，審議会は，安全執行部による行政官庁的命令
　　および強制権行使にかかるすべての現場を，訪問調査することを決議することが
　　できる。連邦内務大臣は，審議会がこの活動に際し支援を得られるよう指令をもっ
　　て確保しなければならない（2項）。
　　審議会は，1項ないし2項の監察を，審議会によって決定されかつ非代替の委
　　員，補充委員および審議会自身により決定された専門家からなる代表派遣団によ
　　り実施する。派遣団は，現地調査の報告とその結果を，遅滞なく審議会に報告し
　　なければならない（3項）。
　　　連邦内務大臣は，1項ないし2項の監察の実施についての審議会報告が，監察
　　に付された苦情・不平に該当する職員に適切な方法で通知されるよう配慮する
　　（4項）。
　　（内相署名）シュレークル
　　（なお，本命令は，後述の現行命令（人権審議会運営規則）によって失効されて
　　いる）」
（ll）オーストリア法システムにおいて「憲法規範」が憲法典に限らず普通法の中に
　　も規定される点については，『法と命令』96頁以下を参照。したがって，ドイツ
　　における憲法（国制）規定の，基本法への「組み入れ原則」を採用しないオース
　　トリアにあっては，国民議会における法案可決要件の区分に従って，「憲法法律」，
　　普通法における「憲法（国制）規律」，「普通法（律）」の差異が生ずる。
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（12）オーストリア治安担当機関の責任教育機構である安全アカデミーにおける「審
　　議会機能」については，『法と命令』73頁以下を参照。
（13）　連邦行政組織法8条2項の規定による要請。
（14）警察組織の国際連携センターとしての役割をも担う安全アカデミー機能の詳細
　　については，『法と命令』225頁以下を参照。
（15）　ベロニカ・ホーフィンガー，アルノ・ピルグラムによる，ヨーuッパ委員会の
　　資金援助による研究プロジェクト成果『Auslandische　Gefangene　in　6ster－
　　reichischen　Justizanstalten　und　Polizeianhaltezentren（オーストリア国内の
　　司法施設および警察留置センターにおける外国人被収容者実態報告）』（2006年1
　　月）3頁以下による（www．irks．at／downloads／ForeignPrisoners．pdf）。
（16）　2001年2月1日の組織改編により，内務省内部においては警察独自の内部監
　　察室（Buro　fUr　interne　Angelegenheiten）が設置され，主に職権濫用，収賄，
　　守秘義務違反ないし地位利用による利得行為（刑法302条から313条），セクハ
　　ラ対策を含め広く腐敗防止対策の任に当たっている（『法と命令』56頁以下参照）。
（17）警察官等の執行機関の実力行使の方法に関する国際条約（基準）としては，
　　「法執行公務員の強制力および武器使用に関する基本原則（Basic　Principles　on
　　the　Use　of　Force　and　Firearms　by　Law　Enforcement　Officials，1990．）」をあ
　　げることができる（1990年8月27日～9月7日，キューバ・ハバナにおける第
　　8回国連「犯罪予防および犯罪者の処遇に関する会議」採択。人権高等弁務官事
　　務所HPより）。
（18）　審議会のHPによれば，6つの委員会の長は，現在，弁護士2名（ウィーン第
　　1，インスブルック），大学准教授・講師（ウィーン第2，リンツ），公法学者
　　（ウィーン第3），元民間研究所所長（グラーツ）がそれぞれ努めている。
（19）　審議会のHPからの情報によれば，2008年，6つの委員会は，計574回の訪問
　　調査を実施している。このうち，308回は連邦警察の執務所に対して，119回が
　　警察留置センターに対しておこなわれている。命令強制権限（実力）行使に関す
　　る臨場監察は131回実施されている。また，16の司法省管轄の刑事収容施設に
　　対して訪問調査が実施されている。
（20）審議会が重点テーマとして取り上げておこなった報告としては，「問題ある強
　　制送還」，「外国人法に基づく未成年者の拘禁」，「女性の拘禁に関する人権課題」，
　　「被収容者の情報」，「被収容者の医療ケア」，「オーストリア治安担当官の言語感
　　覚」，「警察強制力の行使一問題状況における危険の最小化」，「人権侵害主張へ
　　の対応」，「人権擁護老」，「治安機関の教育と研修における人権」，「拘禁状況にお
　　ける健康配慮」，「犯罪者としての警察？　国家の権力濫用批判への対応」，「ヨー
　　ロッパ拷問防止条約選択議定書覚書」，「被収容者の権利保護」，「人権審議会10
　　年の重要課題」，「安全官庁に附置される留置施設における拘禁環境」がある
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　　（1999年から2009年11月23日現在まで公表されたもの）。さらに，毎年度の勧
　　告，警察関係立法案に対する見解表明，勧告に対する内務省の対処措置（レスポ
　　ンス）に対する「評価」もまた公表される。
（21）　筆者は，すでに前掲『法と命令』において，物理的国家権力の執行が付託され
　　る安全（治安）執行官が，法治主義原則の下でいかに「機関」として形成（教育・
　　研修）されるべきかのひとつのモデルとして，安全アカデミーの構成および機能
　　等を詳細に研究・考察した。
［補足資料］　人権審議会運営および委員会の訪問調査にかかる法規範
　以下，内相命令である人権審議会運営規則および，審議会自身の告示になる指針を
翻訳し紹介する。わがくにの法施行規則，要綱に相当するが，その規律密度の高さは
驚異に値する。ただしこれらは，いわゆる行政慣行ないし行政事務の実務を外部化し
たと評することも可能である（行政手続としての「内規・事務マニュアルの規範化」）。
行政手続の実質化とその趣旨の展開という点から，わがくにの今後の行政立法の方向
性を示唆するものでもある。
①人権審議会運営規則（内相命令）（Verordnung　des　Bundesministerums　fUr
　Inneres，　mit　der　die　Geschaftsbestimmung　des　Menschenrechtsbeirates　und
　DurchfUhrungsbestimmungen　im　Zusammenhang　mit　dem　Menschen－
　rechtsbeirat　erlassen　werden　und　die　Menschenrechtsbeirat－Verordnung
　aufgehoben　wird（MRB－V）．StF：BGBI．　IL　Nr．395／1999．　Anderung　idF．　BGBI．　II
　Nr．260／2004，　BGBI．　II　Nr．398／2007，）
第1章人権審議会運営規則
　第1条　職務の遂行
　　審議会は，以下の職務を遂行する。
　　L安全官庁，連邦内務大臣に直属するその他の官庁，行政官庁的な命令および強
　　　制権が授権される機関の活動を，人権擁護の観点から観察する。
　　2．安全執行分野での職務遂行の制度的な所与を，人権擁護の観点から評価する。
　　3．派遣団（14条）あるいは委員会（15条）は，安全執行部の執務所および安全
　　　執行部による行政官庁的な命令および強制権の執行現場を訪問調査する。
　　4．自らの判断ないし連邦内務大臣の要請に基づいて，検察官，刑事裁判所さらに
　　　は公務員（分限）監督庁および独立行政審判官の活動とは独立に，安全執行部
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　　に対する非難や苦情に基づき，構造的な不備欠陥の有無に関して，人権擁護の
　　観点から監察する。
　5．自己の判断ないし連邦内務大臣の要請に基づき，特定執行分野における安全執
　　行部による人権擁護の改善の方途を指摘し表明する。
第2条　任期の始期と終期
　審議会の構成委員ならびに補充委員の任期は，その任命の日より始まる（1項）。
　審議会の会長は，10名の過半数をもって，ある委員がその職務を一時的な会議
の欠席以外の理由で3ヶ月以上果たすことができない旨の認定がなされた場合には，
連邦内務大臣に報告する。委員の退任は連邦内務大臣に文書をもって説明されねば
ならない。委員の死亡について，会長は連邦内務大臣に報告しなければならない
（2項）。
第3条　会の主宰
　会長が審議会を主宰する。会長に故障があるとき，代理者がこれを務める（1項）。
　審議会が個々の事案について別に決定しない限り，外部に対し，会長が審議会を
代表する（2項）。
　会長は職務の実施を指揮し，決定事項の実現を配慮する。会長は，任務履行につ
いて事務局を当てる（3項）。
第3a条会長報酬
　会長には，その任務遂行に要する1時間ごとの手当として，期日会議に関する憲
法裁判所の補充判事の手当（憲法裁判所法4条3項）の10分の1相当額を支給す
る。旅費交通費については，主たる住居を勤務地とみなし連邦公務員法出張手当基
準の3等級を基準として適用する（1項）。
　会長代理者には，会長が，特に病気，休暇あるいはその他の職務遂行のため，職
務を自ら担当することができない場合に，会長職務を遂行するについて，第1項で
定めた手当を支給する（2項）。
　会長，ならびに会長に支障のある場合の代理者には，必要な事務活動ならびに調
整会議の処理についても，第1項で定めた手当を支給する（3項）。
第4条　人権審議会事務局
　審議会に配置される事務局は審議会を補佐し，その職務遂行につき会長を補佐す
る（1項）。
　事務局には，特に，以下の事項が義務づけられる。
　1．審議会の会議の準備
　2．会議資料の委員への適宜の送付
　3．派遣団による調査の準備とその記録作成
　4．必要な情報の収集
　5．審議会報告の準備
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　6．事務局において受理された申し出書類等のとりまとめ
　7．構成委員ならびに補充委員に対し，事務局において受理された申し出書類およ
　　びその処理等についての定期的な情報提供（2項）
第5条　会議の招集
　会長は，審議会を毎年4半期ごと少なくとも1回招集する。会長は，3名の委員
の求めがあるとき，遅滞なく審議会を招集しなければならない。会議開催ごとに，
会長が議事内容を提案する（1項）。
　構成委員ならびに補充委員のすべておよび連邦内務大臣に，会議の開催が通知さ
れる。会議の開催は，文書により開催日の少なくとも2週間前におこなわれる。通
知には，会議の日時と開催場所ならびに議事内容が記載される（2項）。
第6条　会議への出席
　人権審議会の会議には，議決権を有する構成委員ならびに補充委員のほか，会長
代理者および，審議会によって職務遂行のため招聴される議決権を持たない補充委
員が出席する。事務局職員の参加については，会長がこれを決定する（1項）。
審議会に付託された職務の十分な遂行に必要で，かつ守秘義務の遵守が保証される
ことを前提として，協議のために第三者を招聰することができる（2項）。
　1項あるいは2項に基づく招聰は，取消がなされるまでの期間継続し，もしくは
1回の会議に限っておこなわれる（3項）。
　審議会の構成委員ならびに補充委員は，1991年一般行政手続法（AVG）7条1
項1号から3号に該当する理由がある場合（親族等の関与，所属する団体との関連
性，公正さを疑われる事情），会議における決議あるいは職務の遂行が留保される。
疑義があり情報収集に十分な時間がない場合，人権審議会の決定は，会長に判断が
留保され，会長が単独で決定する。
第7条会議の進行
　会長が，審議会の会議を開会，進行，閉会し，運営規則の遵守を監督する。会長
が，定足数を確認し発言権を付与し議案を決議に付し，決定を告知する。会議の終
了に際し，決定事項を確認し，次回会議日程を告知し，その会議で予定される議事
案件を概説する（1項）。
　会長は，申し出の順に発言申請を許諾しなければならない。会長は，個々の議事
案件について発言申請者ごとに発言時間を決定することができ，議事案件が多数の
意見により十分に検討された場合には，発言申請の申し出を終了することができる
（2項）。
　会長は，審議会の会議を中断することができる。会議の延長は審議会の決定を要
する。議事の延長による会議の再開日程が議事延長決定の時点で確定される場合，
このための特別の招集は要しない（3項）。
第8条　会議の議事
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　審議事項の提案は以下のものをいう。
　1．審議事項としての採択が前回会議において審議会了承を得ている事項
　2．審議会会長により提案される事項
　3．「その他」の事項（1項）。
　各審議会の会議の冒頭，議決権者は「その他」の審議事項を提案することができ
る。これを受けて，議事内容が決定される（2項）。
　審議会は，会議進行中必要に応じて，審議事項の取り下げ，中断，審議案件の変
更をおこなうことができる。「その他」として，特に重要性を帯びない事項あるい
は次回会議の審議事項の提案がおこなわれる（3項）。
第9条　動議
　会議中，議決権者は何時でも動議を提出することができる。動議が事務取扱に関
する限りは，簡単な討議を経て，ただちに採択がおこなわれる。その他の動議につ
いては，発言申し出リスト採択の後，採択がおこなわれる。勧告の採決を求める動
議は，討議の終結の後，提案が許される。
第10条　意思の形成
　審議会は，会長出席のもと，5名の議決権者の定足数をもって決議権能を有する。
各構成委員は議決権を有す。ある委員の代理として出席する補充委員にも，議決権
が認められる（1項）。
　審議会は，決定と勧告を，出席する議決権者の過半数の賛成をもって採択する。
賛否同数の場合は，会長の投票により採否を決する。適格なる少数意見とは，少な
くとも2名の議決権者の意向とする（2項）。
第11条　勧告
　連邦内務大臣との協議に際し，審議会は勧告をおこなう。勧告には理由が付され，
安全担当執行部が個別の・具体的に指摘された職務の遂行の際に，いかにすれば人
権がよりよく保障されうるかを表明しなければならない。また，適格なる少数意見
が付されるものとする（1項）。
　1条第4号および第5号の要請に基づく履行措置について，審議会は監察の終了
後，連邦内務大臣に報告書を提出する。その際，審議会は，理由を付した勧告書を
適正なる少数意見とともに，安全執行部がいかにすれば個別の具体的に指摘された
職務遂行に関して，人権をよりよく保障されるかを表明しなければならない（2項）。
第12条　議事録
　審議会の審議結果につき，審議会事務局がレジュメ形式での議事録を作成し，会
長がこれを承認する。多数意見と異なる見解は，文書により記録される（1項）。
　録音テープへの収録のため録音装置の使用が認められる。録音は，審議会による
議事録承認の後に消去される。議事録は，構成委員ならびに補充委員に送付される
（2項）。
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　議事録は，次の会議の冒頭に承認され決定される（3項）。
第13条　作業グループ，報告書作成者
　審議会は，次回会議に向けての個別事項の準備，資料作成，調整を委ねる作業グ
ループを設置することができる。作業グループは，審議会の構成委員ならびに補充
委員からなる。作業グループの構成，運営，権能ならびに専門家の招聰については，
審議会がこれを定める。作業グループの構成については，男女比に十分配慮する
（1項）。
　作業グループの活動については，本運営規則を準用する（2項）。
　次回会議のための個別事項の準備，資料作成，調整は，おって報告作成者として
作業に従事することになる個々の構成委員ないし補充委員にも委ねられる（3項）。
　作業グループならびに報告書作成者は，次回会議の開催前にすべての構成委員な
らびに補充委員に報告書が送付可能なしかるべき時期に，事務局にこれを提出しな
ければならない（4項）。
第14条　派遣団
　自ら現場に赴き心証を形成する必要がある場合，審議会会議という枠では対処で
きない個別の事項の準備，資料作成，調整が，派遣団に委ねられる。派遣団は，そ
の全体報告のなかで，訪問調査についても報告する（1項）。
　委員の派遣は，代理が許されない構成委員あるいは補充委員少なくとも2名およ
び，その他特定の外部専門家から構成される。派遣団には，少なくともひとつの非
政府組織から推薦された1名の構成委員ないし補充委員が含まれる必要がある。派
遣団の男女構成比には十分な配慮をおこなう（2項）。
　審議会は，緊急の場合は会長が，派遣団の構成およびそのリーダーを決定し，当
該事項に関する派遣団の業務終了の時間的目標を設定する（3項）。
第15条　委員会の任務
　委員会は安全執行部執務所での人の留置および安全執行部による行政官庁的な命
令および強制権の行使について，同行の上これを監察する。ウィーン上級ラント裁
判所の管轄区域については3つの委員会，その他の管轄区域についてはそれぞれ1
つの委員会を設置する。これら委員会は，審議会ないし緊急を要する場合会長の要
請に基づいて，安全執行部の行政官庁的な命令および強制権の執行状況を監察する。
第15a条　委員会の任命と構成
　委員会の長および構成員は，人権審議会の提案に基づき連邦内務大臣によって，
4年の任期をもって任命される。委員会は長および少なくとも5名から最大でも8
名の委員で構成される。委員会の長には，人権分野で公知の人物が充てられる。委
員会の半数の委員，少なくとも3名の委員は，本命令施行後の最初の任期を2年と
して任命し，1回の再任のみ許される。任期は，任期の満了，辞任あるいは長ない
し構成員の死亡および，理由を付した文書による人権審議会の提案の撤回によって，
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終了する。委員会の長あるいは構成員の辞任により生ずる残任期間について，新し
い任命がおこなわれる（1項）。
　第1項による任命のための人権審議会の人事提案に先だって，一般への公募がお
こなわれなければならない。公募は適切な方法により公示されなければならない。
公募には，公募にかかるポスト，特に人権分野における見識と能力といった特別な
条件が明示されなければならない。人事提案の作成にあたっては，各委員会におい
て，職務の遂行に必要とされる専門鑑定がおこなえるよう配慮されなければならな
い。委員会の構成については，男女の均衡ある配分が配慮される。したがって，各
委員会においては女性1名が配置されなければならない。委員会の構成員への人事
提案作成にあたっては，長の意見を聴かなければならない（2項）。
　人事提案書には，安全警察法55条から55b条に定める安全審査の審問を経た者
のみが候補者として記載される。審問の結果は，人権審議会の会長に報告される
（3項）。
第15b条　委員会の活動
　委員会は，人権審議会の要請および職務計画に従って，緊急の場合，会長の要請
により，活動する。いずれにせよ，委員会は，定期的かつ包括的な訪問調査の実施
に任ずる。人権審議会は，委員会の職務遂行および構成に関する指針（ガイドライ
ン）を公布する。指針では，特に以下の事項を規律する（1項）。
　1．委員会の構成
　2．特に訪問調査に関する委員会の作業方法
　3．長期計画および報告書の作成
　4．審議会への報告書提出
　5．安全執行部による適宜事前の情報提供に基づく，警察的大規模出動（大規模イ
　　ベント，デモ行進，手入れないしがさ入れ）への同行参加
　委員会の長には，本命令および第1項に基づいて公布される指針にかかわらず，
特に，職務遂行のため，委員会の活動の計画と組織編成，第1項による報告書作成
にかかる調整，外部に対する委員会の代表の職務が課せられる（2項）。
　委員会は，構成員の中から長の職務代理者を選任する。長期にわたる長の事故に
関する詳細規定については，第1項の指針がこれを規律する（3項）。
　委員会は，その職務遂行に際して書記局の協力を得ることができる（4項）。
第15c条　委員会の長および構成員の地位
　委員会の長および構成員は，一般行政手続法7条第1項1号から3号に規定する
うちひとつに該当する場合，その職務の遂行を留保しなければならない。疑義ある
場合，構成員からの情報聴取の十分な時間がないときには，長が単独でこれを決定
する。（1項）。
　委員会の長および構成員は守秘義務に服し，情報提供者の身分を明かしあるいは
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裁判において可罰とされる行為の告発に義務付けられない（2項）。
第15d条　報酬
　委員会の長ならびに構成員には，職務遂行の報酬が与えられる。報酬の額は，
1956年報酬法の職階の5俸給等級の2の公務員に準じて，
　1．委員会の長については，毎年，そのll倍の額
　2．委員会の構成員については，訪問調査ごとに，法定日当額の22％。半日給の
　　14％を給する（具体的には，職務従事4時間まで半日給に該当するものとし
　　て，311ユーロ，4時間を超えて12時間まで全日に該当として489ユーロの手
　　当となる：ヴァルター・ヴィッツァースドルファー事務局長の説明による）（1
　　項）
　委員会の長および構成員は，職務遂行について発生した旅費交通費および宿泊費
（俸給等級3）の立て替え払いに関して，連邦公務員に適用される法規定に準ずる
請求権を有する（2項）。
　1975年経費請求法（GebUhrenanspruchsgesetz）に準ずる連邦内務省による謝
礼基準に従って，訪問調査の際の通訳者報酬額を決定する（3項）。
第16条　委員会による調査訪問
　委員会による訪問調査は，一方で定期的かつ包括的に，他方において公にされた
事実に基づいて実施される。訪問調査は予告なしに実施される（1項）。
　委員会は，審議会に，終了した個別の訪問調査について報告する。報告書には，
調査がおこなわれた執務所，確認された事実ならびに必要と判断される措置および
勧告が記載されるものとする（2項）。
第17条　年次報告
　審議会は，毎年，委員会の活動を含む活動報告をおこなう。
第18条　広報
　職務遂行の具体的事項についてのメディアへの情報は，審議会が別途定めない限
り，会長に留保される。審議会は，その事項につき取材協定を結ぶこともできる。
第19条　表記上の男女同格
　本命令において人に関して男性型でのみ表記されたものは，男女同様に表記され
たものとする。
第20条　発効
　本命令は，2004年7月1日をもって施行する（1項）。
　2007年命令398号の改正による3a条は，2008年1月1日をもって施行する（2
項）。
第21条　経過規定
　本命令の施行以前に契約をもって任命された委員会の長および構成員は，2004
年12月31日まで第15a条による新たな任命がおこなわれるまで，本命令の意味
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における任命があったものとみなす。
《内務大臣命令》
②人権審議会に関連する実施規定（Auf　Grund　der§§15a　bis　l5c　des
　Sicherheitspolizeigesetzes，　BGBL　II　Nr．566／1991，　zuletzt　geandert　durch　das
　Bundesgesetz　BGBL　I　Nr．146／1999，　wird　verordnet．）
第2章勧告および訪問調査報告書の公表
《勧告および訪問調査報告書の公表：1条》
　連邦内務大臣は，審議会が，安全執行部への非難に関する審査監察との関連で作成
した勧告を，その理由を付して公表する。これは，審議会の広報活動に関する権限に
は抵触しない（1項）。
　連邦内務大臣は，派遣代表団ならびに委員会の訪問調査報告が，該当する執行部職
員に適切な方法で通知されるよう対処する（2項）。
《審議会の人的資源等（リソース）：2条》
　審議会は，連邦内務大臣に対し適宜に，初回を2000年として将来必要とされる人
的資源等の手段について報告をおこなう。その際，向こう2年にわたる予算見積もり
も提示することとする（1項）。
　審議会は，連邦内務大臣に対し，付託された任務が要請に基づく人的資源等の措置
された手段ではなお達成することができない場合には，任務の達成に必要な手段を指
摘しつつ，遅滞なくこれを報告しなければならない（2項）。
《人権審議会告示》
③委員会（コミッション）の構成および活動方法に関する指針（ガイドライン）
　（Richtlinie　fUr　Struktur　und　Arbeitsweise　der　Kommissionen　gem．§15b
　Abs．1　Geschaftsordnung　des　Menschenrechtsbeirates（MRB－GO）BGBI．　II　Nr．
　395／1999．idF　BGBL　II　Nr．260／2004．）
第1項委員会の権限，構成および任命
1．委員会の地域的管轄
　各上級裁判所管轄区域ごとに1つの委員会をおき，ウィーン上級裁判所管轄区にお
いては3つの計6つの委員会を設置する。ウィーン上級裁判所管轄区における3つの
委員会の権限管轄の区分は以下のとおりとする。
　1　ウィーン3区から19区および23区
　2　1区，2区，20区から22区，およびゲンサーンドルフ，グミュンド，ホラブ
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　　ルン，ホルン，コアノイブルク，クレムス，ミステルバハ，トゥルン，ヴァイト
　　ホーフェン・アン・デア・ターヤそしてツヴェッテルの各行政区
　3　ブルゲンラント，アムツシュテッテン，バーデン，ブルック・アン・デア・ラ
　　イタ，リリエンフェルト，メルク，メートリング，ノインキルヒェン，シャイブ
　　ス，サンクト・ペルテン，ヴァイトホーフェン・アン・デア・イッブス，ヴィー
　　ナー・ノイシュタット，ウィーン近郊部
2．委員会の構成およびその一部の派遣
　委員会は5名ないし多くとも8名の委員をもって構成する。安全執行に従事する実
務専門家は，委員会の構成員からは除外される。独立行政審判官の1名に限り，その
地域的職務管轄に属さない区域を管轄する委員会のメンバーとなることができる。
　訪問調査は，委員全員ないし少なくとも委員2名をもって構成される一部の委員の
派遣によっておこなわれる。可能な限り，法，行政実務そして医学的心理学の知識を
有するものがこれを構成することが望ましい。最初の6か月の活動については，委員
会の指揮は派遣メンバーに帰属する。派遣計画においては，可能な限り，その構成に
性別の偏りがないようにしなければならない。委員会の要請に基づき，委員は他の委
員会の訪問調査に参加することができる。この措置については，人権審議会に速やか
に報告しなければならない。審議会委員の委員会の訪問調査への参加は一管轄権を有
する委員会の同意を得て一自由とする。審議会事務局の参加は，委員会委員長の要請
があった場合のみ認あられる。
3．委員会の任命
　3．1委員会の長は人権分野での実績ある人物でなければならない（安全警察法15c
　　　条2項）。さらに，官庁実務のプロセス，組織経験ならびにその適性を備え，
　　　職務のために必要な時間を割ける者でなければならない（週あたり約8時間）。
　3．2委員会は，特に，医学，心理学，法学，人権，行政学，政治学，社会学，ボラ
　　　ンティアあるいは法執行の分野における有識者から構成される。その際，少数
　　　者および男女平等のバランスに配慮され，委員会には少なくとも1名の女性が
　　　任命される必要がある。加えて，委員会委員は職務遂行に十分な時間を当てな
　　　ければならない。
　3．3委員会委員長ならびに委員の任命に関する審議会の人事提案に先立って，人権
　　　審議会業務令（MRB－GO）15a条2項に従って，一般公募の手続が執られね
　　　ばならない。公募は少なくとも『ウィーン新聞（政府刊行新聞）』およびその
　　　他の全国紙のひとつに掲載されねばならず，関係する非政府組織にはこの公募
　　　手続が周知されなければならない。
　3．　4人権審議会は，公募申請者の任命に先立ちヒアリング手続を執らなければなら
　　　ない。ヒアリングは，委員長の任命に際しては，審議会委員（補充構成員）の
　　　少なくとも3名以上で，また委員会委員のヒアリングについてはジ当該委員会
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　　委員長同席のもと，少なくとも2名以上でおこなわれる。事務局が，ヒアリン
　　グの記録をレジュメ形式で作成する。ヒアリングティーム（担当者）は，委員
　　会委員の多数意見を考慮して人権審議会に人事提案書を提出する。
3．5委員会委員長および委員の任命は，人権審議会の提案に基づいて，連邦内務大
　　臣によって，4年の任期としておこなわれる。再任も可能であるが，委員会の
　　人的刷新の必要性が考慮されなければならない。
第2項委員会の任務および業務方法
1．委員会の任務
　委員会は以下の事項に任ずる。
　・4半期ごとの業務計画にそった安全執行部の執務所への定期的かつ包括的な訪問
　　調査の実施
　・露見した事実を根拠とした安全執行部の執務所への訪問調査の実施（非政府組織
　　の指摘による事実）
　・安全執行部の行政官庁的下命権限および強制権限が執行される現地への訪問調査
　　の実施
　・人権審議会のその他の付託への対応（作業グループへの参画，点検評価の実施）
2．委員会委員長の任務
　委員会委員長は，計画・活動の組織・委員会の指揮ならびに事務事項の処理につい
て責任を負う。委員長は，その義務の履行について連邦内務省およびこれに従属する
機関の拘束干渉を受けない。これとは別に，事務執行の連邦に対する責には任ずる。
　2．1委員長には特に以下の任務が課される。
　・対外的な事項とりわけ広報活動について，委員会を代表すること。委員会が訪問
　　調査遂行に際し人員等の不足が認められる限りで，メディアへの情報提供は人権
　　審議会の同意を得たうえでのみおこなわれる
　・委員会活動についての4半期ごとの活動計画作成の起案
　・訪問調査計画に予定されない訪問調査についての調整作業
　・委員長の，通常業務に障害がない限りでの，訪問調査への参加
　・第3章の報告書の調整および審査ないし作成，およびその人権審議会事務局への
　　送達
　・秘書部局の任務を含む委員会の事務事項についての責任
　・4半期ごと少なくとも1回の委員会開催のための調整会議の招集（第7章におい
　　て詳述）
　・委員会会議における適正な議事録作成のための指揮と議事録確認と保管
　・各事務局の相互調整のもとでの全委員会会合案作成への協力
　・常設の作業グループである「コミッション」会議および全委員会会合への出席
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　・委員会委員の，時間調整ならびに専門性を考慮したうえでの，人権審議会の作業
　　グループへの派遣
　。委員会委員の日当・半日手当の計算，交通費実費および通訳料を含む，客観的か
　　つ会計的適正さについての審査と確認および事務局経由での計算書の人権審議会
　　への送達
　・契約事項ごとの請求・領収書を含む，実経費および秘書部局経費の計算議案作成
3．委員会委員の任務
　・第4項の計画にそった，第2章4号の訪問調査への参加
　・第3項の報告書作成への協力
　・重要な任務との衝突がない範囲での，委員会会議および全委員会会合への出席
　・委員会推薦に基づく人権審議会の作業グループへの協力
4．委員会の訪問調査
　人権審議会業務令にいう訪問調査とは，以下のとおりである。
　・安全執行部執務所の監察
　・安全執行部による行政官庁的下命権限および強制権限の執行現場の監察
　・（司法留置所を含む）抑留者への警察による処遇状況についての審訊
　訪問調査においては抑留者および安全執行部職員へのインタビューがおこなわれる。
安全執行部の代表者が，訪問調査活動ならびにモニタリング活動と時間的かつ（ある
いは）内容的な関連性を有する者であれば，そのインタビューを職員へのものと同義
として解する。
　人権審議会は，特に計画とは別に，各委員会に安全執行部の執務所での人の留置に
関する監察，および行政官庁的な下命権限および強制権限行使の監視を授権する。
5．重点活動（大規模騒乱。大会の開催）の報告
　人権審議会ないし緊急時の会長の要請による行政官庁的下命権限および強制権限の
執行現場の監視とは別に，委員会は地域管轄を有する安全執行部の安全官庁および
（ないし）執務所と直接に調整する。
　2004年6月11日付け通知（Zl．51．099／537－II／2／04）により，委員会は人権審議会
会長に対し，重点活動対象事項への監察をなすか否かについて，速やかに報告しなけ
ればならない。その際人権侵害を認めた場合は，委員会は直接審議会会長に報告しな
ければならない。
第3項委員会による報告書の作成
L不備不足についての緊急報告
　委員会は，緊急の措置を要する不備不足について，速やかに人権審議会に報告しな
ければならない。
2．個別報告
　委員会は，各訪問調査について，審議会により提示された統一的書式にそって，遅
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くとも4半期ごとの報告書の提出の前までに，個別報告書を提出する。
　信頼形成および合目的性を根拠とする，たとえば摘示された不備不足に対する迅速
な対応のために，委員会は，個別報告の一部を該当しおよび（ないしは）指摘対象とし
た執務所に直接の利用に供することができる。このことは，個別報告書に記述される。
3．4半期ごとの報告書
　委員会は，人権審議会に対して，実施した訪問調査その他の活動（報告書・会議・
重要な成果など）について，4半期ごとに人権審議会の統一的書式にそって，4半期
修了月の次の月末までに報告書を提出しなければならない。
4．年次報告書
　委員会委員長は，毎年，翌年の3月15日までにその活動の重点事項について年次
報告書を作成しなければならない。これら報告書には，現認した不備不足，訪問調査
対象の執務所の協力についての指摘および，その分析による課題領域そして人権のよ
り良き擁護のための提言を含むものとする。年次報告書は人権審議会の年次報告書の
中核となり，合本として公刊される。
第4項委員会による訪問調査の計画
　委員会は，次期4半期の訪問調査計画を決定する。委員会活動の前記計画の立案作
成が委員長に課せられる。
　4半期計画に予定されない訪問調査は，その訪問調査に当たる委員の同意を得て，
委員長が命令する。この命令権は，委員長に支障のある時は，その代理者によって行
使される。
　委員会は，以下の事項に配慮する。
　・訪問調査すべき執務所の選択については，留置所の代表的横断面が顧慮される。
　・訪問調査の頻度は，留置施設における委員会訪問の充実を確保するものとする。
　・種々の留置施設への訪問調査の間隔の不定期設定により，訪問調査の予見性を排
　　除する。
　・収容人数が20名以上の留置施設は，4半期ごとに少なくとも1回の訪問調査を
　　おこなう。
第5項　議決
　委員会は，委員長ならびに委員の半数の出席のもと，出席有権者半数の賛成をもっ
て議決する。賛否同数の場合は，委員会委員長が決定権を有する。
委員会は，以下の事項について議決権を有する。
　・委員会委員長の代理者について包括的な規律
　・次期4半期における訪問調査計画
　・個別報告，緊急報告そして4半期ごとの報告書
　各委員は，報告の補充を要請することができる。全会一致をもって，報告に関する
決議を持ち回りでおこなうこともできる。
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第6項委員会委員長の代理者に関する規律
　委員会は，委員から代理者を選出しこれを決定する。委員長とその代理者は，可能
な限り男女の相互配分によってこれを決する。代理者は，原則として，委員長の同意
を得て，すべての任務についてこれを代理する権限を有する。
　委員会委員長が，如何なる理由にせよ，2か月以上を超える期間にわたりその職務
を履行できない場合，代理事項およびこれに関する判断裁量は速やかに人権審議会に
報告するものとする。
第7項　会議
1．委員会の会議
　委員会活動の調整のために，委員会委員長は4半期に少なくとも1回の会議を招集
する。少なくとも委員2名の要請があるとき，委員長は1週間以内に招集しなければ
ならない。訪問調査において人権審議会に速やかに報告すべき不足不備が認められた
場合，派遣グループの一員から委員長に速やかに報告されねばならず，持ち回り会議
が不可能な場合に限り，1週間以内に会議を招集しなければならない。
2．作業グループ「コミッション」会議
　人権審議会と委員会委員長との継続的な意見交換および委員会委員長間の交流を確
保するため，毎年少なくとも2回，作業グループ「コミッション」の会議を開催する。
作業グループは委員会の6名の委員長，人権審議会委員長ないしその代理者および5
名の（人権審議会）補充委員から構成される。
3．全委員会会議
　各委員会の委員長および委員は，少なくとも年に1回全体会合を実施する。この会
合は，委員会相互の経験情報の交換と研修機会の意義を有する。会合は，委員会委員
長の協力のもと，事務局により企画され実施される。
4．人権審議会の作業グループへの協力
　各委員会委員長および委員の人権審議会の作業グループへの協力が確保される必要
がある。
第8項委員会書記局
　各委員会はその職務の履行のため，委員長に付置される書記局の助力を得ることが
できる。
　この目的のため，委員会委員長は，連邦内務大臣との間で以下の事項に関する私法
契約を締結する。
　・委員会活動にかかる全ての実費および書記局活動経費に充当する各半年分の金額
　・この金額を予め給付することの保証
　・決算の形式
　・監査
第9項会計上の措置
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1。第2項4号の訪問調査に関する半日および全日の手当
　委員会委員長および委員の報酬額は，「人権審議会運営規則（MRB・GO）』におい
て規律される。4時間までの活動に関する時間手当には，半日手当が適用される。こ
れを超えて12時間までの時間手当については，全日手当を適用する。訪問調査場所
への移動と帰還は訪問調査活動の一部とみなし，手当に加算する。訪問調査の準備と
事後の作業には，手当支給規定を準用する。手当の支給には，手当給付証を添えるも
のとする。
2．旅費および宿泊費用
　2．1
　・第2項4号の訪問調査
　・第7項の会議
　・人権審議会によって組織される会議・企画および作業グループならびに人権審議
　　会の要請あるいは招請による訪問調査ないし会議
　　については，大人分の旅費および宿泊費が「旅費支給命令（RGV）』基準に従っ
　て支給される。
　2．2旅費支給命令の適用については，委員会の長および構成員についての「勤務地」
　　　が確定される。節約性，経済性および合目的性の原則に従って決定され，委員
　　　会の所在地，本務地ないし主たる住居のいずれかとする。旅費交通費は絶えず
　　　この「勤務地」から算出されることになることに注意しなければならない。確
　　　定された勤務地のリストは指針（ガイドライン）に別表として添付される。
　2．　3原則として，現行運賃に基づく公共交通手段の費用が精算される。鉄道の利用
　　　に際しては，1等車利用の領収書に対して精算される。
以下の場合には，自家用車の利用での精算が許される。
　1）　（2項4号による）訪問調査先が，第4項2．2号の「勤務地」の外に位置する
　　か，
2）　その他の交通手段にあっては，
　・公共交通手段がなく，公共交通手段の利用では不相当または不必要な時間を要す
　　る場合
　少なくとも1名の補助員を訪問調査に同行する場合
　大量の資料を運搬する必要のある場合
　　この場合，キロメーター当たりの基準費用ならびに複数人の参加がある場合の，
旅費交通費法による同行手当が支給される。上記1）については，複数人の同乗な
いし共同利用がおこなわれるよう努めること。
　必要に応じ，特に他の公共交通手段の利用がかなわない場合，タクシーの利用に
ついて精算することができる。
2．4旅費交通費の精算については，事務局で用意した書式を用いるものとする。鉄
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　　　道についての1等およびタクシーの利用については，領収証の原票を添付する。
　　　鉄道1等利用の領収証およびタクシーの領収書がない場合は，2等利用の鉄道
　　　旅費をもってこれを精算する。
　2．　5宿泊費については，経済性，節約性および目的性の原則に従ってこれを精算す
　　　る。宿泊費の精算上限は，旅費支給命令の例による。人権審議会の企画による
　　　ものについては，その例によらないものとする。
3．精算の類型
　3．1謝礼　委員会の長に対する年間報酬は，人権審議会によって4半期ごとに提示
　　　される謝礼覚書に基づき個々の職務単価と同じ額で支給される。4半期ごとの
　　　報告が謝礼覚書に添付される。人権審議会ないし会長による客観的適切性の確
　　　認を経て，連邦内務省が個々の職務手当を支給する。
　　　会計上の適切性は，委員会事務局により確認され，連邦内務省人権審議会事務
　　　局により承認される。
　　　委員会の構成員は，2項第4号および3項の訪問調査実施後，遅くとも6か月
　　　以内に謝礼覚書を事務局に提出しなければならない。これにより客観的かつ会
　　　計的適切性を確認し，事務局に送致される。
　　　精算は，提出された報告書を手がかりとして事務局でコントロールされ（3項
　　　第1点，第2点），人権審議会により承認される。
　3．2委員会の構成員は，長に対し，旅費交通費および宿泊費の領収証を，旅費命令
　　　に規定する旅行を実施した月から換算して6か月以内に，提出する（36条2
　　　項）。これにより客観的かつ会計的適切性を確認し，事務局に送致される。
　　　委員会の長は，同じ期間内に，旅費交通費および宿泊費の領収証を事務局に提
　　　出する。これにより客観的かつ会計的適切性が確認される。
　　　委員会の長および構成員は，手当等の受領のために，銀行口座およびその変更
　　　について事務局に通知するものとする。
4．通訳手当
　委員会の職務の遂行のため必要な通訳者の同行は，委員会の長により委嘱される。
通訳は，委員会の長により外部からこれを調達する。通訳者が（経費請求法による）
請求の除斥にかかる場合，業務の終了後14日以内に文書により委員会の長に講求し
なければならない。これにより客観的かつ会計的適切性を確認し，事務局に送致され
る。
　訪問調査に同行した通訳者への料金の支払いは，1975年経費請求法により，連邦
内務省により直接おこなわれる（人権審議会運営規則15c条5項および15d条3項）。
同行した通訳者によって提出された請求書は，委員会の長によって，客観的かっ会計
的適切性が審査され，遅くとも月末には支払にかかるよう連邦内務省に送致される。
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【注記】　本稿は，平成19年度日本学術振興会基盤研究C（課題番号：19530031）に
　　　よる研究成果の一部である。論考作成のための資料および情報の提供について
　　　は，人権審議会事務局長ヴァルター・ヴィッツァースドルファー氏の格別のは
　　　からいを受けている。記して謝意を表するしだいである。Ich　bedanke　mich
　　　bei　Dir　als　Geschaftsleiter，　mein　lieber　Mag．　Walter　Witzersdorfer，
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